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３．事業の実施状況（医療分） 
事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

ＩＣＴ医療連携推進事業費 

【総事業費】 

26,895千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館 

国立病院機構嬉野医療センター 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

現在の医療提供体制は、医療機関の機能に応じた役割分担が進ん

でおり、高度で専門的な治療が必要な場合は設備等が整った中核医

療機関で治療が行われ、その後はかかりつけ医と中核医療機関が連

携して治療が継続される仕組みとなっていることから、診療情報を

共有し、検査や処方の重複防止など効率化を図る必要がある。 

アウトカム指標：退院患者平均在院日数の減 

現状：20.1日（H26年度※病院報告より） 

→目標：19.1日（H29年度） 

事業の内容（当初計画） ＩＣＴの活用により、連携する医療機関等で患者さんの処方、注

射、検査、画像等の診療情報を共有することができる「佐賀県診療

情報地域連携システム」（愛称：ピカピカリンク）の利用を推進する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

県内病院、診療所のﾋﾟｶﾋﾟｶﾘﾝｸ加入割合を、２１％とする。 
（平成２７年度末１８％→平成２８年度末２１％） 

アウトプット指標（達成
値） 

県内病院、診療所のﾋﾟｶﾋﾟｶﾘﾝｸ加入割合は平成２８年度末で
２１％と目標を達成できた。 

事業の有効性・効率性  本事業に係るアウトカム指標 
 退院患者平均在院日数の減 → 観察できなかった。 

（１）事業の有効性 
 中核医療機関が保有する診療情報（処方、検査、医療画像等）
を地域のかかりつけ医等に公開し共有することで、一人の患者を

複数の医療機関で見守る地域医療連携が実現されるとともに、検

査や処方の重複防止につながっている。 

（２）事業の効率性 
ピカピカリンクは県全体のシステムとして運用しており、どの

地域においても同じシステムで効率的な連携ができている。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 

医科歯科連携歯科診療設備整備推進事業費補助 

【総事業費】 

3,152 千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 一般社団法人 佐賀県歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

病床の機能分化を促進させるうえで、がん患者等の周術期における

口腔ケア等を通じて入院患者の早期退院を図ることが重要である。

アウトカム指標：退院患者平均在院日数の減 

現状：20.1 日（H26 年度※病院報告より） 

⇒目標：19.1 日（H29 年度） 

事業の内容（当初計画） 地域の歯科診療所が積極的に病院等への訪問歯科診療に参加できる
体制を構築するため、佐賀県歯科医師会に訪問歯科診療用機器等の

購入経費の補助を行う。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

歯科を標榜していない病院等に対して訪問歯科診療を行った延べ件

数 → 50 件 （H28 年度） 

アウトプット指標（達成
値） 

歯科を標榜していない病院等に対して訪問歯科診療を行った延べ件

数 → 35 件 （H28 年度） 

 
事業の有効性・効率性 事業終了後の 1年以内のアウトカム指標： 

退院患者平均在院日数の減 → 観察できなかった 

（１）事業の有効性 
本事業により、個人導入では購入に負担がかかる訪問歯科診療機材

を佐賀県歯科医師会が所持し貸し出すことで、今まで訪問歯科診療

を実施していない歯科医療機関も対応可能な体制づくりができた。

 

（２）事業の効率性 
各歯科医療機関において訪問歯科診療への対応の利便性が向上した

ことから、より充実した訪問歯科診療の提供が図られたとともに、

様々な訪問歯科診療のニーズに応えられるようになった。 

 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 
回復期機能病床整備事業 

【総事業費】 

4,296,386千円
※H28基金実施分との合算

事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 各医療機関 

事業の期間 平成３０年４月１日～令和２年３月３１日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

平成 37年に団塊の世代が 75歳以上となることから、不
足することが見込まれる回復期機能の病床を整備し、県内
の新たな医療提供体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 
佐賀県内回復期機能病床数（第 7次医療計画より） 

2016（H28）年 ：1761床（現状） 
2025（R7）年  ：3,099床（病床の必要量） 

事業の内容（当初計画） 病床の機能分化・連携を促進するため、急性期等から将
来不足することが確実な回復期への病床の機能転換に必要
な施設・設備の整備に要する費用に対し補助を行う。 

アウトプット指標 
（当初の目標値） 

回復期機能病床整備を行う病床数：147 床 

アウトプット指標（達成
値） 

回復期機能病床整備を行った病床数： 
 平成 30 年度においては、147 床（5 医療機関）へ補助金
の交付決定を行っている。 
 ※なお、5医療機関すべて令和元年中に整備が完了する予定。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標  
佐賀県内回復期機能病床数（H30）：1,917 床（病床機能報告） 

（１）事業の有効性 
回復期への病床機能転換に係る施設整備費を補助するこ

とで、県内の病床の機能分化・連携が促進されている。 
（２）事業の効率性 
 補助の決定について、医療圏に真に必要であるか判断す
るため、地域医療構想調整会議分科会での合意を得ること
を条件としている。また、補助対象の各医療機関において
入札を実施しており、コストの低減を図っている。 

その他 ●147床（5医療機関） 

H27基金充当額：320,000千円 

H28基金充当額：238,245千円 

  

【H30年度実施事業】 
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 
慢性心不全診療強化事業費補助 

【総事業費】 

13,644千円
事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 佐賀大学医学部附属病院 

事業の期間 平成２８年４月１日 ～ 平成３１年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

本県における循環器系疾患による入院患者数は 2 番目であ
り、全入院患者数の 20％を占めている。心不全患者の平均在
院日数は長く、また再入院率も高いことから、これを低下さ
せる必要がある。 

アウトカム指標： 
佐賀県地域医療構想における平成 37 年必要病床数 
  急性期 5,752 床（H26）→ 2,638 床（H37） 
 回復期 1,213 床（H26）→ 3,099 床（H37） 

事業の内容（当初計画） 専門性の高い治療が必要な慢性心不全入院患者の在宅復帰
の促進及び復帰後に適切な在宅診療を行うために、慢性心不
全在宅疾病管理システムによりモニタリングを行う。また循
環器専門医のノウハウを院内外で共有し、在宅診療を行う医
療機関と連携し、包括的なケアシステムを構築する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

慢性心不全在宅疾病管理システムによる管理患者数 
：６０人（H30 年度末） 

アウトプット指標（達成
値） 

慢性心不全在宅疾病管理システムによる管理患者数: 
４３人（平成 30 年度末） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  
急性期病床数 5,550 床（H30 年度） 
回復期病床数 1,917 床（H30 年度） 

※H30 病床機能報告より 

（１）事業の有効性 
 アウトプット指標における達成値が目標値に達していない
が、モニタリングの定着により、医療機関が患者の体調の変
化に気づけるようになり、再入院の必要有無や病気のリスク
を早期に発見することことができた。 
患者の体重、血圧測定が習慣化され、測定することが生活
の一部となり、患者自身の健康維持に対するモチベーション
の向上につながり、健康維持及び重症化の未然防止を図るこ
とができている。 
 

【H30年度実施事業】 
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（２）事業の効率性 
 モニタリングにより複数の患者の状態を効率的に把握でき 
るとともに、システム内のＳＮＳ等を用いて、佐賀大学医学 
部附属病院と在宅医療を担う医療機関における担当医及び専
任看護師と情報共有ができ、連携体制を深めることができた。 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【No.5（医療分）】 

慢性期病床等機能分化促進支援事業 
【総事業費】
142,943千円

事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 県医師会、県内郡市医師会、佐賀大学医学部附属病院 
事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 30 年 3 月 31 日 

 □継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を見据え、慢性期病
床の機能転換や、慢性期入院患者の在宅医療等への移行を円
滑に進める必要がある。 

アウトカム指標：佐賀県地域医療構想における平成 37 年必要
病床数 
 慢性期 4,731 床（H26）⇒2,644 床（H37） 

事業の内容（当初計画） １．機能分化・連携促進コーディネータ配置事業 
 慢性期病床を有する病院、有床診療所と在宅医療を担う在
宅医療グループの窓口施設の連携強化による慢性期医療の機
能分化の支援等を行うコーディネータを県内郡市医師会に配
置する。 
２．在宅移行・定着支援事業 
 在宅医療に関わる医療機関・介護事業者等が患者情報を容
易に共有できるＩＣＴシステムを運用することで、入院患者
の在宅移行と定着を促進する。 
３．看護職員キャリア形成システム支援事業 
 退院調整や病床機能分化に対応できる専門性の高い看護職
員の人材育成・確保を行う。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

１．機能分化・連携促進コーディネータ配置事業 
コーディネータ配置数：0箇所（H28年度）⇒8箇所（H29

年度） 
２．在宅移行・定着支援事業 
情報共有患者数：0人（H28年度）⇒400人（H29年度）

３．研修利用施設割合 
 H28：全病院の 25%、H29：全病院の 35%（H28からの累計）

アウトプット指標（達成値） １．機能分化・連携促進コーディネータ配置事業 
コーディネータ配置数：４箇所（H29年度） 
設置箇所は目標に満たなかったが、コーディネータを設置

していない団体でも、本事業以外で設置されている相談窓口
当で慢性期医療の機能分化について支援している。 
２．在宅移行・定着支援事業 
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情報共有患者数：611人（H29年度） 
３．研修利用施設割合 
 全病院の 34％（H29年度） 
 目標にはわずかに満たなかったが、退院調整や病床機能分
化に対応可能な看護職員の人材育成及び確保はおおむねでき
ている。 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：慢性期病床数 4,541 床（H29 年度） 

（１）事業の有効性 
１．機能分化・連携促進コーディネータ配置事業 
 コーディネータ配置数は目標には達していないが、配置を
行った事業所においては、入院患者の在宅移行の強化及び支
援、医療機関からの相談対応や調整をスムーズに行うことが
できた。 
２．在宅移行・定着支援事業 
地域ごとにシステムでの登録患者数にばらつきはあるもの

の、在宅医療を積極的に行っている医療機関での利用頻度が
高く、患者情報を多職種間で共有できるようになった。 
３．研修利用施設割合  
 各施設での eラーニングによる看護師現任教育や、附属病
院におけるスキルアップ研修（計８回）を開催するなど、退
院調整や病床機能分化に対応するための専門知識の深化及び
技能の向上を図ることができた。 

 
（２）事業の効率性 
県全体で同一のＩＣＴシステムを導入し、効率よく推進作

業を行えた。 

 

その他  
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事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

高次脳機能障害地域連携医療機関構築事業 

【総事業費】 

3,990千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 29 年 3 月 31 日 

 □継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

現在佐賀大学医学部附属病院を拠点病院として高次脳機能障

害者支援を行っているが、高次脳機能障害を専門とする医療機関

が地域に少ない現状にある。拠点機関と同等の機能を有する地域

連携病院を増やし、地域で治療継続・リハビリテーションが実施

できるようにネットワーク構築を図る必要がある。 

アウトカム指標：高次脳機能障害者受入可能医療機関の増加 

H27 年度末 51 か所→H28 年度末 60 か所 

事業の内容（当初計画） 高次脳機能障害者支援拠点機関である佐賀大学医学部付属病

院を拠点病院として、ネットワークコーディネーターを配置し、

地域連携病院を選定する。ネットワーク構築のための連携医療機

関会議及び連携医療機関の医療従事者等の人材育成等を行う。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

地域連携医療機関の設置数：H２８年度１か所 

アウトプット指標（達成
値） 

・地域連携医療機関の設置数： H２８年度０か所 

受入可能医療機関数：67医療機関 

H28 年度は事業開始 2年目であったが、地域連携医療機関の
設置数増加には至らなかった。しかし、受入可能医療機関
数は増加している。 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
拠点病院が中心となり、各地域の慢性期・回復期機能を

有する医療機関に巡回して事業を実施することにより、ネ
ットワークが構築されはじめた。今後も継続することで、
地域連携病院への移行が促進される。 
（２）事業の効率性 
佐賀県全体で、拠点機関を中心に広域的に事業を実施し

たことで、効率的な執行ができたと考える。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 
精神障害者早期退院・地域定着支援事業 

【総事業費】 

925千円
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県内精神科病院 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

入院中の精神障害者の長期入院を防止し、地域移行の促進を図

るため、医療機関の支援だけではなく、地域の援助者の理解と支

援、連携を図る必要がある。 

アウトカム指標：精神障害者の早期退院。1年次退院率の増。 

・１年次退院率 平成 24 年度 82％→平成 28 年度 88％ 

事業の内容（当初計画） 地域における医療と福祉の連携体制を整備し、精神疾患患者の

長期入院を防止するため、入院患者本人や家族からの相談に応

じ、必要な情報提供を行う相談支援事業者等を、精神科医療機関

で開催される退院支援委員会等に招聘するための費用について、

県から医療機関に対し補助を行う。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

精神科病院における退院支援委員会等に、医療機関のスタッフ

に加え、地域の相談支援事業者が参加することで、患者の退院支

援を強化し、精神障害者の地域移行を推進する。 

・退院支援委員会等への招聘件数の増 

 平成 27 年度 115 件 → 平成 28 年度 250 件 

アウトプット指標（達成
値） 

・１年次退院率 平成 24 年度 82％→平成 28 年度 73.6％ 

                      8.4％減 

・平成 27 年度 115 件 → 平成 28 年度 194 件 

                   目標値 56 件減 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 
達成できなかったが、精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの体制構築により一層医療機関のスタッフに加え、地域の相

談支援事業者が参加することで、患者の退院支援を強化し、精神

障害者の地域移行を推進する。 

（１） 事業の有効性 
地域の支援者が精神障害者の地域移行に関わる機会が増加
した。 
（２）事業の効率性 
入院中から地域の支援に関わることで、関係者への早期か
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ら退院に向けた意識付けができるようになった。 

その他  

 
  



   

25 
  

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 
慢性期糖尿病患者支援多職種連携推進研修
等事業 

【総事業費】 

8,388千円

事業の対象となる区域 県全体 
事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成２８年４月１日 ～ 平成２９年３月３１日 

平成３０年４月１日 ～ 平成３１年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニ
ーズ 

高齢化の進展に伴い、今後増加が見込まれる糖尿病患者が在宅

で安心して医療を受けられるよう、他職種連携の強化や地域の医

療機関の支援体制の構築が重要である。 

アウトカム指標： 
糖尿病コーディネート看護師契約医療機関数の増加 

○H30年度目標 

  １７５施設（H29）→ １８０施設（H30）（＋５施設） 

事業の内容（当初計画） 佐賀県における糖尿病対策の方向性や取組方針などについて検討し、
糖尿病患者を取り巻く多職種の関係者が一丸となって患者の身近な地
域で相談や専門的な指導が受けられる体制を整えるため、多職種の専門
職が病識や食事療法、運動療法、薬物療法等についての共通認識と多く
の情報を共有することを目的に研修や会議の機会を設ける。 
併せて、県内９か所の基幹病院に所属している糖尿病コーディネート

看護師が中心となって、基幹病院とその周辺の医療機関との医療連携を
図り、多職種の専門家が研修会で学んだ効果を発揮しながら共に県下全
域で円滑な糖尿病患者への指導・助言や支援を行う。 
関係者の会議を通じて「顔の見える関係」を構築することや、糖尿病

コーディネート看護師が基幹病院とかかりつけ医の連携をサポートす
ることによって、患者が安心して在宅療養ができる体制が推進される。

アウトプット指標（当初
の目標値） 

○H30年度目標 

・連携のための研修会・会議の開催回数 H30：30回 

アウトプット指標（達成
値） 

○H30 年度達成値  

・連携のための研修会・会議の開催回数： 

２７回（H29）→２８回（H30） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・コーディネート看護師契約医療機関数 

２０６施設（H29）→２１６施設（H30）（＋１０施設） 

２次医療圏での会議や連絡会の中で抽出した課題を解決するた

め、地域ごと、県全体で取り組む課題への解決策の検討を行った。 

（１）事業の有効性 

 定期的に関係者が集まり、治療中断者や未治療者、コントロー

【H30年度実施事業】 
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ル不良者への対応等、糖尿病の重症化予防に係る課題を共有し、

それぞれの役割を認識できたことは有効であった。 

 また、コーディネート看護師連絡会等で、契約医療機関の増加

に向けた検討を行い積極的に契約医療機関に働きかけを行った

ことが有効であった。 

（２）事業の効率性 

 専門医への紹介、診断、検査、治療等の平準化を図るために作

成した「糖尿病重症化予防診療ガイド」を医療機関、歯科診療所、

保険者等に配布し、研修会等を活用して啓発を行った。さらに、

コーディネート看護師の活動により、効果的に診療ガイドを普及

させることができた。 

 保健師とコーディネート看護師の連携により、訪問による療養

指導を効果的に進めることができた。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 
在宅歯科医療推進連携室運営事業 

【総事業費】 

2,918 千円
事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 一般社団法人 佐賀県歯科医師会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅歯科医療における医科、介護等の他分野との連携の強化は重
要性を増しており、地域における在宅歯科医療の推進の強化を図
ることが必要。 
アウトカム指標：在宅歯科医療を必要とする県民等からの相談を
受け、在宅歯科医療の実施に至った数 → 10件 （平成28年度） 

事業の内容（当初計画） 佐賀県歯科医師会が、在宅歯科医療連携室を設置し、在宅歯科医

療の推進及び他分野との連携を推進するため、在宅歯科医療希望

者への歯科診療所の紹介、在宅歯科医療に関する相談、医科・介

護等との情報交換等の業務に係る運営費を支援する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

在宅歯科医療を必要とする県民等からの相談を受けた数 
→ 10件 （平成28年度） 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅歯科医療を必要とする県民等からの相談を受けた数 
 → 4 件 （平成 28 年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：在宅歯科医療を必要とす

る県民等からの相談を受け、在宅歯科医療の実施に至った数 17

件 （平成 28 年度） 

（２） 事業の有効性 

在宅歯科医療における医科・介護等の他分野との連携を図るため

の窓口を設置することにより、在宅療養者や介護者等のニーズに

応え、地域における在宅歯科医療を促進する連携体制の構築が図

られた。 

（２）事業の効率性 

従来、在宅歯科診療を必要とする在宅療養者は、訪問歯科診療を

行っている歯科医療機関を自身で探し、訪問要請を行っていたた

め労力を要していたが、本事業にて在宅歯科診療の対応窓口を設

置したことにより、訪問歯科医療の提供の効率的が図られるよう

になった。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 
在宅介護者への歯科口腔保健推進設備整
備事業 

【総事業費】 

1,883 千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 歯科医療機関 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

在宅療養者の口腔健康状況を良好に保つためには、介護を
行う家族等（在宅介護者）への歯科口腔保健の知識や在宅
介護者でも可能な口腔ケアの方法などの指導・普及が必要
である。 
アウトカム指標：在宅介護者に対し歯科医療従事者が口腔
ケア等に対する知識や技術の伝達を行った数 → 50名 

事業の内容（当初計画） 在宅歯科医療を実施している歯科医療機関に対して、在宅
介護者（家族等）への歯科口腔保健の医療機器等の設備整
備を行う経費に補助を行う。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

設備整備を実施した歯科医療機関の増加数(新設３件) 

アウトプット指標（達成
値） 

設備整備を実施した歯科医療機関の増加数(新設２件) 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：在宅介護者に対し歯科医療従事者が口腔
ケア等に対する知識や技術の伝達を行った数が 64 名とな
り、目標値の指標である 50 名を上回る結果となった。 

（３） 事業の有効性 
在宅歯科診療を実施する際、歯科医師及び歯科衛生士が在
宅療養者や在宅介護者（家族等）へ歯科衛生処置等の口腔
ケア及び歯科口腔保健の知識や技術指導を実施したことに
より、日常における口腔機能の質の向上に貢献できたと考
える。 
（２）事業の効率性 
口腔ケアや歯科口腔保健の知識や技術指導に必要な機器等
の整備補助を行った事により、機器購入が容易になり、効
率的な体制整備の促進及び普及に貢献できたと考える。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 
薬剤師在宅医療推進支援事業 

【総事業費】 

934千円
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 一般社団法人 佐賀県薬剤師会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅患者等に対して、適切な医
療サービスが供給できるよう在宅に対応した薬局（薬剤師）
の確保が必要。 
アウトカム指標：在宅訪問薬剤管理指導料又は薬剤師居宅
療養管理指導費請求薬局数の確保（93 薬局） 

事業の内容（当初計画） 訪問薬剤管理指導を行おうとする薬局に対する研修会の
開催や訪問薬剤管理指導を実施している薬局の啓発のほ
か、地域の在宅医療機関薬局のあり方の検討会の開催等 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

在宅訪問薬局数の増加 
（H27年度：162薬局→H28年度：180薬局） 

アウトプット指標（達成
値） 

在宅訪問薬局数の増加 
（H27年度：162薬局→H28年度：181薬局） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：在宅訪問薬剤管理指導料又は薬剤師居宅
療養管理指導費請求薬局数（93 薬局）は確保することがで
きている。 

（４） 事業の有効性 
 本事業により在宅訪問を実施する薬局が 162 薬局から

181 薬局に増加し、在宅医療にかかる提供体制が強化さ
れた。 

（２）事業の効率性 
 各事業毎にWGを設置し、事業内容等を十分に打ち合わ
せた上で実施したことにより、効果的に事業を実施する
ことができた。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 
医師修学資金貸与事業（地域医療医師確
保枠） 

【総事業費】 

21,440千円

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

産科・小児科・麻酔科・救急科といった特定の診療科について

は、保健医療圏ごとに地域や診療科での偏在が見られるため、地

域において必要な診療科の医師を確保する必要がある。 

アウトカム指標：医療施設従事医師数 2,149 人（H26 年度）⇒

2,235 人（H30 年度、佐賀県総合計画 2015） 

事業の内容（当初計画） 佐賀大学、長崎大学に入学した佐賀県の地域医療に従事する意

志を有する学生を対象に、佐賀県医師修学資金の地域医療医師確

保枠を設け、将来佐賀県の地域医療に従事することを条件とした

修学資金を貸し付けることにより、地域において必要な医師を育

成・確保する。 

・新規貸与者 2名：3,020 千円（1,510 千円×2名） 

・継続貸与者 15 名：18,420 千円（1,228 千円×15 名） 

※貸与額（年額） 

・大学１年次：1,510 千円 

・大学 2年次以降：1,228 千円 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

新規貸与学生数 ２名 

アウトプット指標（達成値） 新規貸与学生数 ２名 

事業の有効性・効率性  アウトカム指標である医療施設従事医師数については、H30 年
度の数値としており観察できない。 

（１） 事業の有効性 

 本県における不足診療科である産科・小児科・麻酔科・救急科

の医師確保につながっており有効である。 

（２）事業の効率性 

 不足診療科に進むことに限定していることで、効率的に不足診

療科の医師確保ができている。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 
周産期医療従事者育成推進事業費補助 

【総事業費】 

18,081千円
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 ＮＨＯ佐賀病院 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

周産期領域の研修体制を整え、質の向上を図ることで周
産期医療提供体制の強化を図る。 
アウトカム指標：周産期死亡率（出産千対） 
3.8（H25 年度、全国平均 3.7） ⇒ 全国平均より低い値（H29 年度） 

             ※佐賀県保健医療計画の指標と同じ 

事業の内容（当初計画） ハイリスクの出生児の退院後のケアを行う医療従事者の
質の向上を図ることで、NICU・GCU の退院促進及び在宅での
支援体制を強化する。 
また、実技研修を行うスキルラボ室に研修に必要な設備を
整備し、地域の医療従事者に開放することで、県内医療従
事者のスキルの均てん化を促進する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

周産期領域の実習施設数：１施設（H28年度末） 

アウトプット指標（達成
値） 

周産期領域の実習施設数：１施設 

事業の有効性・効率性 3.8（H25 年度、全国平均 3.7）から 2.3（H28 年度、全国平
均 3.6） 
県内の周産期死亡率が減少した。 
（２） 事業の有効性 
 県内唯一の総合周産期母子医療センターであるＮＨＯ佐
賀病院内にあるスキルラボ室に研修設備を整備したこと
で、今まで行うことができなかった内容の研修を実施でき
る体制が整い、基礎的知識だけでなくより専門的かつ高度
な研修を周産期医療従事者に向けて行えるようになった。 
（２）事業の効率性 
総合周産期母子医療センターであるＮＨＯ佐賀病院内に
あるスキルラボ室の設備を整備することで、より充実した
研修を県内の医療従事者に行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 
看護師等養成所運営費補助 

【総事業費】 

1,178,799.千円
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県内各看護師等養成所 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

質の高い医療提供体制を確保するために、看護職員の人
材確保・育成が必要である。 
アウトカム指標：卒業者の県内就業率 
        64.8%（H26）→ 66.2%（H28） 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所の教育内容の向上並びに養成力の拡充を
図るため、その運営に要した経費等に対し補助を行う。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

各看護師等養成所における教育体制を充実させることに
より、質の高い看護職員を確保する。 
■県内各看護師等養成所の卒業者数 880 人（H28） 

 ※定員 926 人 

アウトプット指標（達成
値） 

■県内各看護師等養成所の卒業者数  
現状：880 人（H28.3）⇒達成状況：865 人（H29.3） 

事業の有効性・効率性 （３） 事業の有効性 
これからの医療と介護の一体的な改革を推進していく上
で、看護職員の養成及び確保は重要な課題であるが、看護
職員を養成する養成所の運営は厳しい状況にある。 
そのため、県内の民間養成所（8 養成所：14 課程）に財

政的支援を行うことにより、県内の看護職員の安定的供給
及び質の高い教育内容の推進を図ることに寄与した。 
しかし、目標としていた県内各看護師等養成所の卒業者
数が前年度より低くなったと共に、定員数を減員する養成
所もあるため、学生の定着促進についても引き続き養成所
に働きかけたい。 

 
（２）事業の効率性 
事業の取組みがスムーズにいくよう事業者の相談に丁寧
に対応している。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 
看護職員復職支援強化事業 

【総事業費】 

3,792千円
事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

今後の高齢社会において需要の増加が見込まれる看護職員の

人材確保のため、潜在看護職員の再就業促進を図る。 

アウトカム指標：看護職員の再就業者数（ナースセンター利用者）

現状：85人（H27年度）⇒目標：100人（H28年度） 

事業の内容（当初計画） ・復職者との交流会や個別復職支援の実施（復職の意欲を高め
る支援） 

・地域医療構想や在宅医療等に関する最新知識の習得や、質の

高い看護を提供するための研修会の開催（人材育成） 

・在宅医療に関連する施設等の見学、在宅医療に従事する看護

職員との交流会の開催（在宅医療の魅力啓発） 

・定期的な情報発信（求人情報、復職支援プログラムの案内等） 

・医療機関や介護施設等からの情報収集や未就業者の勤務条件

等の情報収集や相談支援による求人求職のマッチング（人材

確保） 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

県内の新たな医療提供体制を構築するうえで人材の確保が必

要となる、未就業看護職員への人材育成・復職支援を行うことで、

復職した看護職員が患者の在宅復帰を見据えた質の高い看護サ

ービスを提供できることを目指す。また、求人・求職のマッチン

グ機能の向上や、在宅医療の現場で働くことの意義や魅力を周

知・啓発することにより、医療機関の病床の機能転換や在宅医療

を提供する施設の増に伴う看護人材不足を解消することを目指

す。 

■復職支援等研修会開催数 ４回（H28） 

アウトプット指標（達成
値） 

■復職支援等研修会開催数  

現状：４回（H28）⇒達成状況：４回（H29） 

事業の有効性・効率性 （４） 事業の有効性 
看護師等人材確保促進法の改正により、平成 27 年 10 月

から看護師等免許保持者が離職時等に都道府県ナースセン
ターに届出を行うことになり、その制度の周知と離職登録
者に対する求人情報の発信や、復職に向けて各相談者に応
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じたきめ細やかな個別支援を提供できている。 

 
（２）事業の効率性 
離職登録者には、就業の希望を調査し、ナースセンター
への求職登録を勧めるとともに、求人情報を提供し、効率
的に復職に向けての支援を行うことができている。 

 
 

その他  
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業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 
看護師等養成所施設整備事業費補助 

【総事業費】 

1,416,960千円
事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 佐賀市医師会立看護専門学校 
事業の期間 平成 29 年 1 月 1 日～平成 29 年 12 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニ

ーズ 

質の高い医療提供体制を確保するために、看護職員の人材
確保・育成が必要である。 

アウトカム指標：卒業者の県内就業率 
       64.8%（H26）→ 66.2%（H28) 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所の教育内容の向上並びに養成力の拡充を図
るため、看護師等養成所の施設整備に要した経費に対し補助
を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師等養成所における教育体制を充実させることによ
り、質の高い看護職員を確保する。 
■整備施設数 １施設（H29） 

アウトプット指標（達成

値） 

■整備施設数 
１施設（H29） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：県内看護師等養成所卒業者の県内就業率 
 現状：64.4%（H29.3 末）⇒達成値：63.1％（H30.3 末） 
 

（１）事業の有効性 
 看護師等養成所の施設整備に要した経費に対し補助を行う
ことで、看護師等養成所の教育内容の向上ならびに養成所の
拡充を図り、県内において質の高い医療提供体制を確保する。
 県内就業率について前年度より低くなったため、今後も引
き続き県内就業率の向上を図り、質の高い看護職員の確保に
つなげていきたい。 

 
（２）事業の効率性 
 交付決定前に全体の工程表を作成していたことで、交付決
定後スムーズに着工することができ、その後は工事の進捗管
理を効率的に行うことができた。 

 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 
医療・保健研修センター整備費補助 

【総事業費】 

238,706千円
事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 公益財団法人佐賀県総合保健協会 

（H29.4.1 公益財団法人佐賀県健康づくり財団に変更） 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 30 年 1 月 30 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後増加が見込まれる在宅の患者等に対して、適切な医
療・介護などが提供できる体制の整備を図る必要がある。 
アウトカム指標：医療施設従事医師数 
2,149 人（H26 年度）⇒2,235 人（H30 年度、佐賀県総合計画
2015） 

事業の内容（当初計画） 「医療・保健研修センター（仮称）」を新たに整備し、医療・
保健・介護従事者等を対象にした研修会やグループワークを
実施する場を確保することにより、医療従事者の確保・養成
を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療・介護・保健従事者研修の開催 １８８回（H30） 

アウトプット指標（達成

値） 

２９回（H29） 

事業の有効性・効率性 平成３０年３月に佐賀メディカルセンター内のがん患者セン
ターが稼働したが上記の達成地は２９年度のうち１ヶ月間の
実績であり、３０年度以降は順調にアウトプット指標が増加
することが見込まれる。 

（１）事業の有効性 
 新しい佐賀メディカルセンター（がん患者センター）には
併設施設（健診施設等）があり、必要十分な駐車場も確保し
ているため、県内の医療・介護・保健従事者研修会の参集者
が来所しやすくなった。 
（２）事業の効率性 
 新規の映像、音響機材を整備した研修室を新たに整備した
ことで、立地条件（県庁所在地）の優位性や必要十分な駐車
場も確保していることから研修会を効率的に実施可能となっ
た。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 
医療勤務環境改善支援センター運営事
業 

【総事業費】 

4,871千円

事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日（毎年） 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

人口減少、医療ニーズの多様化といった社会環境が変化する

中、医療従事者を確保し、質の高い医療提供体制を構築するため

に、長時間勤務や夜勤、当直など厳しい勤務環境にある医療従事

者が安心して長く働くことができる環境を整備する必要がある。 

アウトカム指標：医療施設従事医師数 

2,149 人（H26 年度）⇒2,235 人（H30 年度、佐賀県総合計画 2015） 

事業の内容（当初計画） 医療勤務環境改善支援センターを運営し、医療従事者の勤務環

境の改善に取り組む医療機関に対して支援を行う。 

・勤務環境改善についての相談支援、情報提供 

・勤務環境改善についての調査及び啓発活動 

・労務管理アドバイザー及び医業経営アドバイザーによる支援 

等 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ること

をめざし、PDCA サイクルを活用して勤務環境改善に取組む各医療

機関に対して総合的・専門的な支援を行う。 

・勤務環境改善計画策定医療機関数：5ヶ所（H28） 

アウトプット指標（達成
値） 

・勤務環境改善計画策定医療機関数：0ヶ所（H28） 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標：医療施設従事医師数 

2,149 人（H26 年度）⇒2,235 人（H30 年度） 

※H26 以降の医療施設従事医師数については隔年調査（医師・

歯科医師・薬剤師調査）のため、把握できていない 

（５） 事業の有効性 

佐賀県医師会事務局内に設置した総合窓口において、医療勤務

改善に関する相談を受け付けた（H28年度：13件）。 

チラシを作成（H28：10,000枚）し、各医療機関等への配布を

行うことで、医療勤務環境改善支援センターの周知を図った。 

（２）事業の効率性 

 相談窓口について、社会保険労務士・会計士等と連携すること
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で、質の高い対応が行える環境を整えることができた。 

 医学会の日程に合わせて医療勤務改善センターの事業に関す

る研修会を行うことで、効率よく参加者を集めることができた。

その他 - 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.19（医療分）】 

病床機能分化連携センター整備事業 

【総事業費】 

513,619千円
事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 一般社団法人佐賀県医師会 
事業の期間 平成 28 年 7 月 5 日～平成 29 年 11 月 30 日 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー

ズ 

 団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年を見据え、県内の
新たな医療提供体制を整備するために病床の機能分化・連携
等を促進する必要がある。 

アウトカム指標：医療施設従事医師数 
2,149 人（H26 年度）⇒2,235 人（H30 年度、佐賀県総合計画
2015） 

事業の内容（当初計画）  佐賀県医師会内に病床機能分化連携センターを整備し、佐
賀県が佐賀県医師会に運営を委託する医療勤務環境改善支援
センターと一体的に運営することによって、病床の機能転換
等を検討する医療機関に対して情報提供や相談対応を実施す
るなど、医療機関へのサポート体制を構築する。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

病床機能分化連携センター設置数 １ヶ所（H30） 

アウトプット指標（達成値） 病床機能分化連携センター設置数 １ヶ所（H30） 
 

事業の有効性・効率性 アウトカム指標 
医療施設従事医師数：2,292 人（H28） 

（平成 28 年度「石・歯科医師・薬剤師調査」） 

（１）事業の有効性 
 医療勤務環境改善支援センターと病床機能分化連携センタ
ーを一体的に運営することによって、医療従事者の確保や病
床の機能転換といった医療機関からの相談にワンストップで
対応することが可能になった。 

 
（２）事業の効率性 
医療機関等への強いネットワークを持つ佐賀県医師会に病

床機能分化連携センターを整備することで、より効率的に県
内の医療機関の病床の機能分化・連携を促進させることがで
きる。 

その他  
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３．事業の実施状況（医療分） 
事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【№1】 

地域密着型サービス施設等の整備 

【総事業費】 

211,840 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県、市町及び事業者 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向け、地域密着型サービス施設等の整

備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制

の整備を促進する。 

アウトカム指標：在宅生活を支えるサービスを充実させる。 

事業の内容（当初計画） 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   2 カ所 

認知症高齢者グループホーム    定員 27 人（6カ所） 

介護予防拠点               1 カ所 
 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（2カ所）→（4カ所） 

○認知症高齢者グループホーム 

定員 2,230 床（180 カ所）→2,284 人（186 カ所） 

○介護予防拠点  0 カ所 → 1 カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

2 カ所 → 2 カ所  

○認知症高齢者グループホーム 

定員 2,230 人（180 カ所）→2,284 人（186 カ所） 

○介護予防拠点  0 カ所 → 0 カ所 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

地域密着型サービス施設等の整備等を支援したことにより、地域

の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進した。 

（２）事業の効率性 

調達方法や手続について行政の手法に準じることとしたため、施

設整備事業の公正性が図られたと考えている。 

その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【№2】 
施設等の開設・設置に必要な準備支援 

【総事業費】 

54,134 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県、市町及び事業者 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向け、地域密着型サービ
ス施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応
じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 
アウトカム指標：在宅生活を支えるサービスを充実させる。 

事業の内容（当初計画） 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を
行う。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険
事業支援計画等において予定している地域密着型サービス
施設等の整備を行う。 
○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

（2カ所）→（4カ所） 
○認知症高齢者グループホーム 

定員 2,230 床（180 カ所）→2,284 人（186 カ所） 
 

アウトプット指標（達成
値） 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 
2 カ所 → 2 カ所  

○認知症高齢者グループホーム 
定員 2,230 人（180 カ所）→2,284 人（186 カ所） 

 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
地域密着型サービス施設等の整備等を支援したこと
により、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整
備を促進した。 

（２）事業の効率性 
調達方法や手続について行政の手法に準じることと
したため、施設整備事業の公正性が図られたと考えてい
る。 

その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【№3（介護分）】 
基金利用による既存施設の改修等 

【総事業費】 

52,499 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 県、市町及び事業者 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向け、地域密着型サービ
ス施設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応
じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 
アウトカム指標：在宅生活を支えるサービスを充実させる。 

事業の内容（当初計画） 介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対し
て支援を行う。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険
事業支援計画等において予定している地域密着型サービス
施設等の整備を行う。 
 

アウトプット指標（達成
値） 

○特別養護老人ホームの多床室のプライバシー保護のため
の改修支援 
                 68 床（2カ所） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
特別養護老人ホームの多床室へのプライバシー保護
のための改修を支援したことにより、多床室内での居住
環境の改善が図られた。 

（２）事業の効率性 
調達方法や手続について行政の手法に準じることと
したため、施設整備事業の公正性が図られたと考えてい
る。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.4】 
ボランティア確保と活躍できる場づくり事業 

【総事業費】 

4,000 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県地域共生ステーション連絡会事務局 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

地域の人々が介護や福祉にかかわる契機となるような場を創

出する。 

事業の内容（当初計画） 県民の介護に対する消極的なイメージを払拭するため、学生や

有資格者に共生ステーションの魅力を実感してもらう。 

地域住民が介護ボランティアとして活動するために、共生ステ

ーションにおいて介護を体験する機会を提供する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

○地域住民の介護への理解を深める施設見学・体験会 2回 

○地域交流会 4回開催 

○生活支援サービスの調査・研究 

○アドバイザー派遣 10件、その他相談等 

○研修会開催 2回（雇用管理、事業所運営等） 

アウトプット指標（達成
値） 

H28 年度：○地域交流会 2回開催（参加者延べ 220 名） 

○生活支援サービスの調査・研究（アンケート調査） 

○アドバイザー派遣 14 件、その他相談 9件 

○研修会開催 8回（地域共生ステーション経営者研修等） 

H29 年度：○地域交流会５回（参加者延べ 524 名） 

○生活支援サービスの調査・研究（アンケート調査） 

○アドバイザー派遣 14 件 ○開設指導・助言４件 

○研修会 11 回（地域共生ステーション経営者研修等） 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

H28 年度：生活支援サービスの調査・研究では地域共生ステーシ

ョンの実態把握のためにしたアンケートの集計をした。また研修

会の開催や地域共生ステーションへのアドバイザー派遣により

地域共生ステーションの質の向上を図るとともに、地域交流会を

2回開催し、地域共生の住民理解を深めた。 

H29 年度：地域交流イベントを各地域で行うことにより、地域住

民に対し地域共生社会の普及啓発を行い、将来の介護人材である

子どもや、今後の総合事業の担い手にもなり得る地域住民の介護

分野への参入促進を図った。アドバイザー派遣では、介護人材の

確保に関する幅広いアドバイスも行った。また、経営者及び従事

者の質の確保を図るための研修会において、介護保険等の勉強会
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を行っており、介護人材の定着につながっている。 

（２）事業の効率 

H28 年度：本事業は地域共生ステーションに精通していることは

もちろん、国が目指している「自助・共助・共生を基盤とした助

け合いによる住民主体の地域づくり」という理念を持つ団体でな

ければいけない。佐賀県地域共生ステーション連絡会は平成１１

年度に宅老所連絡会として結成して以来、講演会・勉強会の開催

等を行っている県内唯一の団体である。地域共生ステーションが

これまで培ってきたノウハウを駆使して地域の人々が介護・福祉

に関わる契機づくりを行うことができる。 

H29 年度：佐賀県地域共生ステーション連絡会は、県内地域共生

ステーションの半数以上が加盟している唯一の団体であるため、

研修会や地域交流会をスムーズに行うことができる。また、地域

共生交流イベントを県内各地域で行うことにより、より多くの地

域住民に対して地域共生社会の普及啓発を行い、幅広い介護人材

の確保を促進している。 

その他  

 
  



   

47 
  

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No5（介護分）】 
福祉・介護人材マッチング支援事業 

【総事業費】 

45,100 千円 
事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 佐賀県福祉人材センター 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
介護の職場における従事者の離職防止や介護福祉人材の確保 

事業の内容（当初計画） 介護従事者の離職防止や求職者を増やすため、求職者に応じた

職場の開拓や勤務環境の改善などを行う。あわせて、潜在的有資

格者に求人等各種情報を提供する。 

事業者側や求職側（学生や潜在的有資格者など）へきめ細やか

なマッチングを行う。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

○福祉・介護に係る就職相談及び職場紹介 

（キャリア支援専門員活動事業） 

○求職者のニーズに対応した職場開拓や事業所指導・助言 

（アドバイザー事業） 

○就職説明会及び福祉事業所面談会の開催（人材開拓事業） 

アウトプット指標（達成
値） 

H28 年度：キャリア支援専門員による求人開拓のための県内事業

所の巡回（63 箇所）・福祉人材コーナーが無い 5ハローワークへ

の出張相談（対応人数 79 名）、高校生福祉セミナー（参加者 105

名）や福祉施設見学会等（3 施設、35 名）を実施した結果、66

名採用に結びつけることができた。 

H29 年度：キャリア支援専門員による求人開拓のための県内事業

所の巡回（50 箇所）や福祉人材コーナーがない５ハローワーク

への出張相談（59 回、対応人数 56 名）を行った。また、県外の

福祉人材養成校での就職説明・相談会（３箇所、参加者 13 名）、

高校生福祉セミナー（参加者 140 名）、事業所と求職者を対象に

した就職フェア（２日間で来場者数 101 名、面談者数延 53 名）、

などを行った。また、アドバイザーによる施設からの経営相談へ

の指導・助言の実施（71 件）、さらに、潜在的有資格者への情報

提供（245 名）や福祉施設見学会（3施設 21 名）を実施した。 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

H28 年度：事業所の巡回やハローワークとの連携により求人開拓

をし、求職者との面談を行い、ニーズに応じて情報提供を行った。

その結果、66 名採用に結び付いた。また、高校生を対象に福祉

セミナーを行い、介護人材の担い手確保に尽力した。 
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H29 年度：キャリア支援専門員の事業所巡回により求職者のニー

ズに合った職場の開拓や職場環境づくりの支援を行い、介護人材

の参入を図った。また、福祉・人材センター常設窓口やハローワ

ークでの出張相談における求職相談の受付、就職説明会や高校生

向けのセミナー、求職者と事業所を対象にした就職フェアや潜在

的有資格者への情報提供、施設見学会等、幅広い方法で介護人材

の確保を図り、79 名の採用に結びついた。 

（２）事業の効率性 

H28 年度：佐賀県人材センターでは、社会福祉法人経営者協議会

（82 法人加盟）、老人福祉施設協議会（280 事業所加盟）等の事

務局があり、多くの事業所が加盟をしている。事業所との繋がり

があるため、求人・求職の相談があったとき、事業所と求職者に

対してスムーズなマッチングが可能である。 

H29 年度：佐賀県福祉人材センターは福祉・介護人材の確保や就

業援助を実施するために県内で唯一指定を受けた機関であり、無

料職業紹介を行うほか、求人情報の提供を行うことができる。ま

た、社会福祉法人経営者協議会（82 法人加盟）、老人福祉施設協

議会（304 事業所加盟）等の事務局があり、この繋がりを活かし

て、求人・求職の相談があった際の事業所と求職者に対するマッ

チングをスムーズに行うことができる。 

 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【 No.6 】介護職員キャリア専門研修 
（旧称：介護職員キャリア研修） 

【総事業費】 

4,253 千円 
事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 佐賀県介護福祉士会 

事業の期間 平成 28 年 8 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

キャリアデザインの視点や、職場における中堅職員（リーダー）

の資質向上は、介護職員の離職防止に大きく寄与するものであ

り、事業を実施する必要がある。 

事業の内容（当初計画） ＜研修会の実施＞ 
① 初任者（新任職員）としての論理観・役割行動を遂行するた
めの基本を習得する。自らのキャリアデザインの方向を考え

る。 

② 組織の熟年度やメンバーにあわせたリーダーシップの必要性
を考える。職場内の問題解決において、期待される役割を認

識する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

下記①②受講者人数各 60 名 各 3日 計 6 日実施 

① 新卒入職後 3年未満の職員 
② 中堅職員、経験年数 3～5年程度の職員 

アウトプット指標（達成
値） 

① 初任者職員研修 （延べ 147 人） 
8/31：52 人 ・ 9/2：50 人 ・ 9/6：45 人 

② 中堅職員研修 （延べ 215 人） 
8/16：77 人 ・ 9/20：71 人 ・ 9/22：67 人 

事業の有効性・効率性 初任者・中堅研修は、介護職員としての向上・目的を自ら明確に

することで、専門家としての意識向上につながり、離職防止に有

効である。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

介護支援専門員等のキャリアアップ、資質向上事業 

事業名 【NO7】 
介護支援専門員キャリアアップ支援事業 

【総事業費】 

1,503 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県介護保険事業連合会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

多様なニーズ、複雑な制度改正に対するために、介護支援専門員

等を対象にケアマネジメントに関する。研修を実施し、介護支援

専門員等のキャリアアップ、資質向上を図る。 

事業の内容（当初計画） 利用者、入所者及びその家族に関わる介護職員に対する研修会と
して、病気を理解し、その人をどう支えるのかを講義等で学ぶ。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

介護入門講座の参加者数 100 人程度 

アウトプット指標（達成
値） 

「在宅医療における看取り研修会」参加者数 147 名 

「施設ケアマネジメント研修会」参加者数 84 名 

事業の有効性・効率性 委託事業 

（１）事業の有効性 

「在宅医療における看取り研修会」、「施設ケアマネジメント研

修会」を実施し、講義や事例検討会等を行い、キャリアアップを

図った。 

（２）事業の効率性 

受講者アンケートの実施。ＨＰに事業の案内を掲載。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【№8】 
看取り対応事業研修事業 

【総事業費】 

17,737 千円 
事業の対象となる区域 全域 

事業の実施主体 佐賀県医療センター好生館 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

介護施設における看取りを行うため、医療センター好生館が培

ってきた看取りに関する医療的ケアの知識や技術を介護職員に

修得させることにより、介護施設での看取りの普及を図る。 

事業の内容（当初計画） 施設（主に介護施設）での看取りに対応するため、各施設から

職員を派遣し、好生館の緩和ケア病棟で数日間、実務実習を受講

することで看取りを学び、各施設での看取り体制を構築する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

実務実習 2 人／日（280 日実施：延べ 560 人受講） 

アウトプット指標（達成
値） 

実務実習 平成 28 年度：9人／日（５日実施：延べ４５人受講） 

     平成 29 年度：5 人／日（5 日実施）9 人／日（6 日実

施）：延べ 79 人受講  

事業の有効性・効率性 （１） 事業の有効性 
 介護施設の職員等に対し緩和ケアや疼痛管理から看取りに至

るまでの知識や技術習得のための教育研修を実施し、研修受講者

の看取りに対する不安や心配を軽減させ、看取り期の施設入居者

に対するケアの方法などの実務的な知識や技術を習得できる研

修ができた。 

 

（２） 事業の効率性 
従前より看取りについての研修会を独自に実施し、看取り教育

に関する知見や教育環境を備えた好生館に委託をして研修を行

うことで、好生館の緩和ケアや看取りについての知見を活かした

研修を行うことができた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No9】 
在宅療養者等の歯科保健医療推進事業 

【総事業費】 

1,515 千円 
事業の対象となる区域 県全域 
事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 31 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 地域包括ケアシステムの一端を担う医療従事者等に対

し、在宅における医科歯科連携の促進を図るための研修を
行い、より安全な歯科保健医療提供の推進を図る。 

事業の内容（当初計画） 
在宅で療養する難病や認知症等の疾患を有する者への歯

科医療を安全に実施するため、ケアマネージャー、看護師、
歯科衛生士等の医療従事者を対象とし、在宅における医科
歯科連携の促進を目的とした研修を実施する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

歯科医療従事者を対象とした研修会の開催 
3 回開催（H28、H29、H30） 

アウトプット指標（達成
値） 

歯科医療従事者を対象とした研修会の開催 
3 回開催（H28、H29、H30） 

事業の有効性・効率性 難病や認知症等を有する要介護者に対する知識及び専門
的口腔ケア等の技術習得を行わせることにより、安全な在
宅歯科診療の促進が図られた。 
また、在宅等においての摂食の支援についても、多職種

との協働連携と歯科の専門性による情報発信の重要性を確
認することができた。 

その他 H28 年 505 千円 

H29 年 505 千円 

H30 年 505 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（介護分）】 
訪問看護ステーション規模拡大支援事業 

【総事業費】
65,752千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28年 4月 1日～令和３年 3月 31日 
☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

高齢者が可能な限り住みなれた地域で自立した生活を行う
ことができるよう、地域包括ケアシステムの構築が必要で
ある。 

事業の内容（当初計画） ○人材育成及び人材確保のための事業 
 各種研修の実施 
 人材育成環境整備のための経費助成 
○サポート体制整備 
 運営に係る費用の助成 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

・医療機関等の看護師との合同研修 2回 
・先輩職員との同行訪問等、OJTによるスキルアップ 20
件 

アウトプット指標（達成
値） 

・医療機関等の看護師との合同研修 14回 
・先輩職員との同行訪問等、OJTによるスキルアップ 473
件 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 
確保した人材に対し、医療的ケア、認知症ケアなどに関す
る専門的知識や、現場のニーズに応じた知識・技術の修得
を図った。 
（２）事業の効率性 
交付要綱内で対象経費を明示し、調達方法や手続について
は行政の手法に準じることで、適正かつ効率的な事業実施
を図っている。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 No11.介護職員特定課題等研修事業 【総事業費】 

20,741 千円 
事業の対象となる区域 佐賀県内 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

在宅、施設入所増加が見込まれる重度要介護者等に対して、介

護職員の医療行為実施のための研修が必要。 

事業の内容（当初計画） 介護職員が喀痰吸引や胃ろうの処置等一部の医療行為を行うた
めの登録制度が平成２４年度に発足して以来、当該登録のための

研修事業を行ってきた。 

本事業は、当該研修事業など介護職員の人材育成に必要な研修

を行うものである。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

 第一号・第二号研修 年２回（長寿社会課） 

 第三号研修     年２回（障害福祉課） 

アウトプット指標（達成
値） 

第一号・第二号研修 年２回実施（佐賀会場、唐津会場） 

修了者 名（H28）   名(H29) 

第三号研修修了者  年２回実施 

          終了者 41 名（H28） 28 名(H29) 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

たん吸引ができる介護職員を養成することにより、看護職員不

在の場合でも研修を受けた介護職員のみで対象者の苦痛を早急

に取り除くことができる体制が整いつつある。 

研修修了後は、従業者及び事業者の登録を行い、介護現場で医

療的ケアを実施している。 

（２）事業の効率性 

たん吸引ができる介護職員を養成することにより、登録実施事

業所数の増につながっており、利用者の選択肢の拡大、サービス

の効率的・効果的な提供が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【№12】 

認知症対応型サービス管理者等研修事業 

【総事業費】 

926 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月  1 日～平成 30 年  3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

認知症対応型サービス事業者の指定要件に本研修の受講が必要 

事業の内容（当初計画） 認知症介護を提供する事業所を管理する立場にある者や、認知症
サービス計画を作成する者等に対し、適切なサービスの提供に関

する知識・技術に係る研修を実施することにより、認知症介護を

提供する事業所における介護サービスの質の向上を図る。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

○認知症対応型サービス事業所開設者研修 １回／年 

○認知症対応型サービス事業所管理者研修 ２回／年 

○小規模多機能型サービス等作成担当者研修 １回／年 

アウトプット指標（達成
値） 

○認知症対応型サービス事業所開設者研修 １回／年 

○認知症対応型サービス事業所管理者研修 ２回／年 

○小規模多機能型サービス等作成担当者研修 １回／年 

受講者 73 名（管理者研修 49 名、開設者研修 7名、サービス計

画担当者研修 17 名）    

事業の有効性・効率性 （１） 事業の有効性 
研修修了により認知症サービス事業所の新規開設事業所や、既

存事業所において、認知症介護サービスの提供ができる指定要件

職員の確保ができている。 

 

（２） 事業の効率性 
 認知症に対する知識・技術の修得した受講者が毎年増えること

で、全体的にサービス事業者の質の向上が効率的に行われる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No13】認知症地域支援推進員養成研修支
援事業 

【総事業費】 

608 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

認知症地域支援推進員の配置は平成 30 年度からすべての市町

で実施するとされた認知症施策（地域支援事業）のうちの一つだ

が、平成 27 年度実施は 5市である。配置が進まない理由として、

市町においての活動の展開にあたって、推進員の役割も含め具体

的なイメージが持てないという理由を掲げる市町が多い。また受

講料等の負担があるため、認知症地域支援推進員候補者を確保で

きない状況にある。 

事業の内容（当初計画） 認知症地域支援推進員を配置する市町について、認知症地域支

援推進員研修受講にかかる経費を支援する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

 認知症地域支援推進員研修受講人数 12 市町 

  

アウトプット指標（達成
値） 

 認知症地域支援推進員研修受講人数 20 市町 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本事業を実施する市町へ研修受講料を負担することにより、当該

研修を受講してもらい、認知症地域支援推進員候補者を確保する

ことで、各市町への認知症地域支援推進員の配置が推進される。

（２）事業の効率性 

市町の配置計画を確認し、計画的に研修受講を支援できるよう市

町の合意・理解のもと研修受講予定市町の調整を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No14】認知症初期集中支援チーム研修支
援事業 

【総事業費】 

760 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

認知症初期集中支援チームの設置は平成 30 年度からすべての

市町で実施するとされた認知症施策（地域支援事業）のうちの一

つだが、平成 27 年度実施は 1 市である。設置が進まない理由と

して、市町村において具体的にどのように取り組んでいいのかわ

からない等の意見が多い。また受講料等の負担があるため、チー

ム員の候補者がいない状況である。 

事業の内容（当初計画） 認知症初期集中支援チームを設置する市町について、チーム員

研修受講にかかる経費を支援する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

 認知症初期集中支援チーム員研修受講人数 12 市町 

  

アウトプット指標（達成
値） 

 認知症初期集中支援チーム員研修受講人数 20 市町 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本事業を実施する市町へ研修受講料を負担することにより、当該

研修を受講してもらい、チーム員候補者を確保することで、各市

町への認知症初期集中支援チームの設置が推進される。 

（２）事業の効率性 

市町の配置計画を確認し、計画的に研修受講を支援できるよう市

町の合意・理解のもと研修受講予定市町の調整を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No15】認知症研修事業 【総事業費】 

4,946 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

認知症の容態の変化に応じて適時・適切に切れ目なく、その時

の容態のもっともふさわしい場所で提供される循環型の仕組み

の構築が必要である。 

事業の内容（当初計画） 認知症の診療やその他の支援を担う医師、歯科医師、薬剤師、

病院勤務の医療従事者等向けの研修会を実施し、地域医療の質の

向上や適切な支援・ケアの提供につなげる。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

 認知症サポート医フォローアップ研修 1 回 

かかりつけ医認知症対応力向上研修 3 回 

歯科医師認知症対応力向上研修 1 回 

薬剤師認知症対応力向上研修 1 回 

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 3 回 

アウトプット指標（達成
値） 

 認知症サポート医フォローアップ研修 1 回 

かかりつけ医認知症対応力向上研修 3 回 

歯科医師認知症対応力向上研修 1 回 

薬剤師認知症対応力向上研修 1 回 

病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 3 回 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本事業を実施することにより、医師や歯科医師等医療従事者が早

期診断・早期対応を軸に認知症の容態の変化に応じて、適切に切

れ目なくその時の容態に応じた医療の提供が行える。 

（２）事業の効率性 

研修計画の際に研修実施委託先等とその内容や開催時期等につ

いて打ち合わせ等を行い、広く医療従事者の参加が得られるよう

に調整を行った。 

その他  

 
  



   

59 
  

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No16】認知症介護基礎研修 【総事業費】 

1,084 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

H27 年１月末に国が示した「認知症施策推進総合戦略（新オレ

ンジプラン）」では、良質な介護を担う人材の確保として、認知

症介護の知識・技術を習得するための研修を段階的に受講できる

体制の推進を明確に打ち出されている。その一つとして認知症介

護に関する初任者養成研修の目的として認知症介護基礎研修（仮

称）が新設され、県が本研修を実施する必要がある。 

事業の内容（当初計画） 認知症ケアの初任者に対し、業務を遂行する上で基礎的な知識・

技術とそれを実践する際の考え方等の内容の研修を実施する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

 認知症介護基礎研修 4 回 

アウトプット指標（達成
値） 

 認知症介護基礎研修 4 回 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本事業を実施することにより、認知症に関する基礎知識を身に着

け、チームアプローチに参画する一員として基本的なサービスを

提供できる。 

（２）事業の効率性 

研修を複数回設定することにより、受講者の勤務調整可能にな

り、多くの介護従事者の参加が得られるように調整を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No17】認知症介護指導者フォローアップ
研修 

【総事業費】 

950 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 30 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

認知症介護基礎研修、認知症介護実践研修ともに、すべての講

義を認知症介護指導者が担うこととされている。現在、県には

25 名の認知症介護指導指導者が養成され、認知症介護指導者フ

ォローアップ研修については、過去に受講したことがある指導者

は 8 名（H17～H20 年度に各 2 名ずつ）でいずれも受講から 7 年

～10 年を経ている。 

また認知症介護基礎研修新設、認知症介護実践研修のカリキュ

ラム改訂に伴い、研修実施のための新しい知識を得る必要性があ

る。 

事業の内容（当初計画） 認知症介護指導者フォローアップ研修受講にかかる経費を支

援する。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

平成 28 年度認知症介護指導者フォローアップ研修受講者 4 名 

平成 29 年度認知症介護指導者フォローアップ研修受講者 2 名 

アウトプット指標（達成
値） 

平成 28 年度認知症介護指導者フォローアップ研修受講者 4 名 

平成 29 年度認知症介護指導者フォローアップ研修受講者 1 名 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

本事業を実施することにより、認知症介護に関する県の指導者の

室の向上を図れ、地域の認知症介護レベルの向上が図れる。 

（２）事業の効率性 

研修受講者の選定にあたり、県内認知症介護指導者と協議を行

い、認知症介護に関する研修の講師としての対応頻度等を考慮

し、研修受講予定者の調整を行った。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18】成年後見制度利用促進事業 【総事業費】 

249 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 佐賀県介護保険事業連合会 

事業の期間 平成 28 年 4 月 1日～平成 29 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

高齢者の権利擁護については、市町や市町の地域包括支援セン

ター、社会福祉協議会等が支援にあたっており、これらの関係機

関の職員が成年後見制度に関する正確な知見を持って、齢者の業

務にあたることが求められている。また、市町の社会福祉協議会

が法人後見の担い手となることも求められている。 

事業の内容（当初計画） 市町や市町の地域包括支援センター、社会福祉協議会などの担

当職員を対象に、法人後見を行う必要性や成年後見制度の理解、

成年後見関係事業の実情等について研修を行い、法人後見の実施

促進を図る。 

アウトプット指標（当初
の目標値） 

成年後見制度利用促進講座の開催 １回(H28) 

 

アウトプット指標（達成
値） 

成年後見制度利用促進講座の開催 １回(H28) 

 

事業の有効性・効率性 （１）事業の有効性 

 市町や地域包括支援センター、市町社会福祉協議会の担当職員

を対象に、法人後見を行う必要性や成年後見制度の理解、成年後

見関係事業の実情等について研修を行い、法人後見等の実施促進

を図る研修が実施できた。 

 

（２）事業の効率性 

法人として既に多数の成年後見を受任している県社会福祉士

会が研修を実施することにより、実務に即した効率的な研修が実

施できた。また、社会福祉協議会や市町の成年後見に関する知見

を効率的に向上させることができた。 

その他  

 
 


